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1.  22年12月期の業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

（注）平成21年12月期においては連結財務諸表作成会社であり、個別の自己資本当期純利益率、総資産経常利益率及び売上高営業利益率を開示してい
ないため、平成21年12月期については記載しておりません。 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

（注）平成21年12月期においては連結財務諸表作成会社であり、個別のキャッシュ・フローの状況を開示していないため、平成21年12月期については記載
しておりません。  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 7,635 14.5 1,149 0.6 1,621 15.0 685 △13.1
21年12月期 6,669 △5.1 1,142 118.4 1,409 ― 788 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 94.33 ― 6.7 11.2 15.1
21年12月期 108.49 ― ― ― ―
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 14,768 10,456 70.8 1,438.65
21年12月期 14,273 9,997 70.0 1,375.42
（参考） 自己資本   22年12月期  10,456百万円 21年12月期  9,997百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 984 △721 △334 3,563
21年12月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 10.00 ― 15.00 25.00 181 24.4 1.9
22年12月期 ― 10.00 ― 15.00 25.00 181 26.5 1.8
23年12月期 

（予想） ― 10.00 ― 15.00 25.00 ―

3.  23年12月期の業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

3,850 0.7 488 △10.8 632 △33.7 289 △9.3 39.87

通期 7,700 0.8 1,040 △9.6 1,090 △32.8 630 △8.1 86.67
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、 37ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 7,424,140株 21年12月期 7,424,140株
② 期末自己株式数 22年12月期  155,528株 21年12月期  155,438株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について
は、３ページ「１ 経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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当事業年度におけるわが国の経済は、中国・インドなどアジア諸国を中心に新興国経済が好調に推移

し、輸出が伸びてはおりますが、足元では未だ急激な円高やデフレ状況から脱却できず、景気の先行きは

依然不透明なままで推移しました。 

  当社の関連する業界におきましては、製造業全体の需要がやや回復に向う状況下、売上高は76億３千５

百万円、前期比９億６千５百万円（14.5％）の増収となりました。 

 一方、収益面におきましては、主材料の価格が前期に比べ高値で推移したことと、退職給付会計に係る

会計基準の変更による退職給付費用の増額で原価率が上昇しましたが、経費の見直しによる効果があり、

営業利益は11億４千９百万円、前期比６百万円（0.6％）の増益となりました。 

  加え、金融市場も底値からやや落ち着きを取り戻し、評価額の洗替により、営業外収益として投資有価

証券評価損戻入益４億４千８百万円を計上しましたので、経常利益は16億２千１百万円、前期比２億１千

２百万円（15.0％）の増益となりました。 

  しかし、特別損失として投資有価証券償還損４億６千２百万円を計上しましたので、当期純利益は６億

８千５百万円、前期比１億２百万円（13.1％）の減益となりました。 

 

  

事業別のセグメントの状況 

〔バルブ事業〕 

 当社の主力商品であるＬＰＧ容器用バルブ部門は、販売数量も昨年並みに推移し、また中国を中心と

したアジア諸国向けの設備投資及び半導体関連業界の景気が顕著に回復したため、配管用バルブ部門及

び高圧ガスバルブ及びガス関連設備機器部門の需要が増加し、その結果、売上高は71億４千７百万円、

前期比９億６千９百万円（15.7％）の増収となりました。 

 一方収益面につきましては、主材料の価格が前期に比べ高値で推移しましたが、経費の見直しもあ

り、営業利益は８億３千３百万円となりました。 

〔不動産賃貸事業〕 

賃貸収入は、駐車場収入の減少が影響し、売上高は４億８千７百万円、前期比３百万円の減収、営業利

益は３億１千６百万円となりました。 

  

（次期の見通し） 

  業績予想につきましては、売上高77億円、営業利益10億4千万円、経常利益10億9千万円、当期純利益

6億3千万円を見込んでおります。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①資産・負債及び純資産 

流動資産は、83億５百万円（前年同期比0.9％増）となりました。これは主に売上の増加により、

売上債権が増加したことによるものであります。  

 固定資産は、64億６千２百万円（前年同期比7.0％増）となりました。これは主に投資有価証券の

取得による増加によるものであります。  

  流動負債は、23億８千１百万円（前年同期比3.0％増）となりました。これは主に生産の増加によ

り、仕入債務が増加したことによるものであります。 

 固定負債は、19億３千万円（前年同期比1.8％減）となりました。これは主に長期借入金を返済し

たことによるものであります。 

 純資産の部は、104億５千６百万円（前年同期比4.6％増）となりました。これは主に利益剰余金の

増加によるものであります。                                 

②キャッシュフロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、35億６千３百万円となり

ました。なお、当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、９億８千４百万円の収入となりました。 

 これは主に、税引前当期純利益11億３千６百万円と、仕入債務の増加額１億９千３百万円とによる

ものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、７億２千１百万円の支出となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得と投資有価証券の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、３億３千４百万円の支出となりました。 

 これは主に借入金の返済及び配当金の支払によるものです。                  

 

 なお、平成21年12月期において連結子会社であったサーモバルブ株式会社が前連結会計年度末をもっ

て閉鎖され、連結の範囲から除外したことに伴い、連結子会社はありません。このため、平成22年12月

期から連結財務諸表非作成会社となりましたので、前事業年度との比較・分析については記載しており

ません。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率:自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 
インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 
（注１）各指標はいずれも個別ベースの財務数値により計算しております。 
（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 
（注４）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全
ての負債を対象としております。 
（注５）平成18年12月期～平成21年12月期においては、連結財務諸表作成会社であり、
個別のキャッシュ・フローを作成していないため、キャッシュ・フロー対有利子負債比
率、インタレスト・ガバレッジ・レシオについては記載しておりません。 

(2) 財政状態に関する分析

平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率 59.9 67.6 70.9 70.0 70.8

時価ベースの自己資本比率 46.4 44.7 38.4 42.3 34.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― ― ― 1.0

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― ― ― ― 47.33
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当社は業績に対応した配当を行うことを基本とし、企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備える

ための内部留保の充実に留意しつつ、経営成績の状況を勘案して配当を行う所存であります。 

 当期の配当におきましては株主各位への安定的な成果配分と当期の業績とを考慮し、中間配当として

１株当たり10円をすでに実施しておりますが、当期の業績を勘案し、１株当たり15円を実施することを

決定いたしました。 

 内部留保資金は設備の合理化、省力化投資、研究開発活動の投資に活用し、事業の拡大に努めてまい

ります。 

                                     

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。 

① 当社の関連する業界（バルブ事業）においては、規制緩和やＬＰガス容器の大型化等の影響 

    により、需要全体としては減少傾向にあり、需要バランスの崩れによる受注競争の厳しさ 

    が激化した場合、当社の業績に影響を与える場合があります。 

② 当社は素材費全般の高騰の影響を受けますので、材料費の上昇が著しい場合、当社の業績に 

    影響を与える場合があります。 

③ 民間設備投資の動向、半導体業界を中心とした需要の動向等経済環境の変化があった場合、 

  当社の業績に影響を与える場合があります。 

                                     

  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等 

  該当事項はありません。
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当社の企業集団は、当社及び関連会社３社で構成され、ＬＰＧ容器用バルブ・高圧ガス容器用バルブ及

び設備弁・配管用バルブの製造及び販売を行っており、当社及び関連会社の主な事業内容と当該事業にお

ける位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 

 １．バルブ事業 

  ＬＰＧ容器用バルブ・高圧ガス容器用バルブ及び設備弁関連 

当社は、ＬＰＧ容器用バルブ・高圧ガス容器用バルブ及び設備弁を製造販売しておりま

す。関連会社北陸ハマイ株式会社は北陸地区の代理店として、関連会社四国ハマイ株式会

社は四国地区の代理店としてそれぞれ、当社の製品を販売しております。 

  配管用バルブ関連 

当社が製造販売するほか、北陸ハマイ株式会社は北陸の代理店として、四国ハマイ株式

会社は四国地区の代理店として、関連会社フモトエンジニアリング・オブ・アメリカはア

メリカにおいて、それぞれ当社の配管用バルブ等を販売しております。 

 

 ２．不動産賃貸事業 

当社は、バルブ事業の他、親会社たる当社のみ、店舗用ビル、駐車場賃貸等の不動産賃

貸事業を行っております。 

  

事業の系統図は次の通りであります。 

なお、前事業年度まで連結しておりましたサーモバルブ株式会社につきましては、前事業

年度末をもって閉鎖されたため、当事業年度より連結の範囲から除外しております。 

  

 

2. 企業集団の状況

6

株式会社ハマイ（6497）　平成22年12月期　決算短信



当社の一貫した基本方針は、確かな品質体形を維持し顧客の信頼に応えることを念頭においており、

高圧ガス関連機器の用途開発の多岐にわたる発展を目標に、バルブを通じて社会に貢献することを目指

しております。 

当社は、収益性のある経営を目指しており、品質向上、コスト管理の徹底と継続的な技術開発を心が

け、売上高経常利益率15％以上を目指しております。 

 併せて、総資産利益率（ＲＯＡ）や株主資本利益率（ＲＯＥ）といった経営の効率性を重視した事業

運営に注力する所存であります。 

当社の関連するバルブ業界におきましては、材料費の高騰によるコスト上昇の対応に取り組んでおり

ますが、その中にあって、コスト削減、新規商品開発、環境保全への対応など、経営努力を怠り無く行

い、その他の諸問題にも真剣に取り組んでまいります。 

現在の経済環境また業界を取り巻く環境も、新興国へ輸出産業の成長や、国内においては設備投資が

やや回復したとは言え、先行きの不透明さはまだ続くと予想されます。 

 このような状況の中ではありますが、国内の需要回復に期待することは勿論ですが、新しい市場へチ

ャレンジし、アジア地域との共生を目指し、業績の拡大をはかってまいりたいと存じます。 

 重点課題として、下記の３点に取り組みます。 

①海外戦略特にアジアとの共生の土台作り 

 新しい市場へのチャレンジを掲げ、特にアジアに目を向けてその土台を構築するという目標のもと、

  様々な課題に取り組みます。 

②製造経費や営業経費の見直し 

 製造コスト及び販売費及び一般管理費を見直し、経費の削減に取り組みます。 

③コーポレートガバナンスへの取り組み 

 内部統制の規定整備及び社内の周知徹底に取り組みます。 

当社の内部統制体制の整備運用状況及びコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその

施策の実施状況の詳細につきましては、「コーポレート・ガバナンス報告書」をご参照願います。 

   該当事項はありません。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題

(5) 内部管理体制の整備・運用状況

(6) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,138,743 4,134,997

受取手形 ※2, ※3  1,105,728 ※2, ※3  1,238,066

売掛金 ※2  1,407,650 ※2  1,433,454

有価証券 418,417 242,626

商品 1,890 1,868

製品 411,949 426,353

原材料 62,131 83,459

仕掛品 530,020 531,298

貯蔵品 18,245 20,685

前渡金 1,253 1,558

繰延税金資産 50,476 69,925

短期貸付金 83,544 119,956

その他 4,531 6,496

貸倒引当金 △222 △4,928

流動資産合計 8,234,361 8,305,819

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,008,552 1,885,546

構築物（純額） 76,751 70,867

機械及び装置（純額） 859,003 707,288

車両運搬具（純額） 14,115 12,556

工具、器具及び備品（純額） 37,591 29,848

土地 309,245 309,245

リース資産（純額） 6,077 11,703

建設仮勘定 6,705 60,016

有形固定資産合計 ※1  3,318,042 ※1  3,087,071

無形固定資産   

特許権 27,362 13,681

ソフトウエア 1,297 1,081

電話加入権 2,412 2,412

リース資産 2,578 9,086

無形固定資産合計 33,651 26,262

投資その他の資産   

投資有価証券 2,335,162 2,846,322

関係会社株式 7,817 7,817

出資金 310 310

従業員に対する長期貸付金 5,911 4,934

長期貸付金 37,520 127,663

破産更生債権等 13,366 78

長期前払費用 14,491 16,125

役員に対する保険積立金 53,708 54,441

会員権 22,614 22,503

繰延税金資産 225,089 278,603

その他 6,289 6,413

貸倒引当金 △34,831 △16,101

投資その他の資産合計 2,687,449 3,349,113

固定資産合計 6,039,143 6,462,447

資産合計 14,273,504 14,768,267
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※3  1,135,952 ※3  1,339,719

買掛金 384,142 373,474

未払金 38,683 39,129

未払法人税等 384,946 304,144

未払消費税等 51,479 24,974

未払費用 68,048 38,399

前受金 38,175 38,175

預り金 22,732 24,098

リース債務 1,848 5,260

1年内返済予定の長期借入金 ※1  153,184 ※1  153,184

賞与引当金 25,600 36,600

設備関係支払手形 ※3  6,584 ※3  3,935

流動負債合計 2,311,378 2,381,096

固定負債   

長期借入金 ※1  957,403 ※1  804,218

退職給付引当金 303,700 398,882

役員退職慰労引当金 190,757 205,357

長期預り保証金 ※1  505,504 ※1  505,149

リース債務 7,239 16,568

固定負債合計 1,964,604 1,930,176

負債合計 4,275,983 4,311,272

純資産の部   

株主資本   

資本金 395,307 395,307

資本剰余金   

資本準備金 648,247 648,247

資本剰余金合計 648,247 648,247

利益剰余金   

利益準備金 98,826 98,826

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金 57,685 52,066

別途積立金 8,000,000 8,300,000

繰越利益剰余金 946,488 1,156,073

利益剰余金合計 9,103,000 9,606,967

自己株式 △176,699 △176,770

株主資本合計 9,969,855 10,473,751

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 27,665 △16,756

評価・換算差額等合計 27,665 △16,756

純資産合計 9,997,521 10,456,994

負債純資産合計 14,273,504 14,768,267
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高   

製品売上高 5,617,546 6,228,226

商品売上高 69,287 73,325

加工屑売上高 491,297 846,169

商品及び製品売上高合計 6,178,131 7,147,721

不動産賃貸収入 491,787 487,868

売上高合計 6,669,919 7,635,590

売上原価   

製品期首たな卸高 474,325 411,949

商品期首たな卸高 2,628 1,890

当期製品製造原価 ※1  4,449,260 ※1  5,493,511

当期商品仕入高 57,299 64,622

合計 4,983,513 5,971,974

製品期末たな卸高 411,949 426,353

商品期末たな卸高 1,890 1,868

他勘定振替高 17,607 3,903

商品及び製品売上原価 4,552,066 5,539,847

不動産賃貸原価 177,331 171,144

売上原価合計 4,729,398 5,710,992

売上総利益 1,940,520 1,924,598

販売費及び一般管理費   

運賃 77,124 81,234

役員報酬 79,482 84,900

給料 212,299 196,577

賞与 62,003 59,539

賞与引当金繰入額 6,656 9,113

退職給付費用 29,525 32,419

役員退職慰労引当金繰入額 14,600 14,600

減価償却費 12,647 13,346

その他 303,277 282,972

販売費及び一般管理費合計 ※4  797,615 ※4  774,702

営業利益 1,142,905 1,149,895

営業外収益   

受取利息 34,101 31,101

受取配当金 41,478 37,747

為替差益 2,930 －

投資有価証券評価損戻入益 224,296 448,641

雑収入 7,890 12,535

営業外収益合計 310,696 530,026
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業外費用   

支払利息 24,056 20,924

売上割引 5,593 5,534

特許権償却 13,681 13,681

為替差損 － 15,935

雑損失 806 2,281

営業外費用合計 44,137 58,357

経常利益 1,409,464 1,621,564

特別利益   

固定資産売却益 ※5  195 ※5  69

事業税還付金 510 193

貸倒引当金戻入額 48,589 14,023

投資有価証券売却益 761 －

投資有価証券償還益 3,000 －

助成金収入 16,462 －

その他 － 4,715

特別利益合計 69,519 19,002

特別損失   

固定資産売却損 ※2  391 ※2  221

固定資産除却損 ※3  2,433 ※3  1,058

投資有価証券評価損 2,767 23,057

投資有価証券償還損 100,838 462,045

貸倒損失 － 12,330

役員退職慰労金 600 －

たな卸資産廃棄損 34,664 4,489

子会社整理損 18,206 －

その他 － 536

特別損失合計 159,902 503,739

税引前当期純利益 1,319,081 1,136,827

法人税、住民税及び事業税 383,130 494,521

法人税等調整額 147,267 △43,378

法人税等合計 530,398 451,143

当期純利益 788,682 685,683
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 395,307 395,307

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 395,307 395,307

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 648,247 648,247

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 648,247 648,247

資本剰余金合計   

前期末残高 648,247 648,247

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 648,247 648,247

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 98,826 98,826

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 98,826 98,826

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金   

前期末残高 63,605 57,685

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 △5,920 △5,618

当期変動額合計 △5,920 △5,618

当期末残高 57,685 52,066

別途積立金   

前期末残高 8,450,000 8,000,000

当期変動額   

別途積立金の積立 － 300,000

別途積立金の取崩 △450,000 －

当期変動額合計 △450,000 300,000

当期末残高 8,000,000 8,300,000
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 △152,598 946,488

当期変動額   

剰余金の配当 △145,420 △181,716

買換資産圧縮積立金の取崩 5,920 5,618

別途積立金の積立 － △300,000

別途積立金の取崩 450,000 －

当期純利益 788,682 685,683

自己株式の処分 △95 －

当期変動額合計 1,099,086 209,585

当期末残高 946,488 1,156,073

利益剰余金合計   

前期末残高 8,459,834 9,103,000

当期変動額   

剰余金の配当 △145,420 △181,716

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 788,682 685,683

自己株式の処分 △95 －

当期変動額合計 643,166 503,966

当期末残高 9,103,000 9,606,967

自己株式   

前期末残高 △174,815 △176,699

当期変動額   

自己株式の取得 △2,124 △70

自己株式の処分 240 －

当期変動額合計 △1,883 △70

当期末残高 △176,699 △176,770

株主資本合計   

前期末残高 9,328,573 9,969,855

当期変動額   

剰余金の配当 △145,420 △181,716

当期純利益 788,682 685,683

自己株式の取得 △2,124 △70

自己株式の処分 145 －

当期変動額合計 641,282 503,895

当期末残高 9,969,855 10,473,751
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △39,044 27,665

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66,710 △44,422

当期変動額合計 66,710 △44,422

当期末残高 27,665 △16,756

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △39,044 27,665

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66,710 △44,422

当期変動額合計 66,710 △44,422

当期末残高 27,665 △16,756

純資産合計   

前期末残高 9,289,528 9,997,521

当期変動額   

剰余金の配当 △145,420 △181,716

当期純利益 788,682 685,683

自己株式の取得 △2,124 △70

自己株式の処分 145 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66,710 △44,422

当期変動額合計 707,992 459,473

当期末残高 9,997,521 10,456,994
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益 1,136,827

減価償却費 369,907

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14,023

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 95,182

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,600

受取利息及び受取配当金 △68,849

為替差損益（△は益） 15,034

投資有価証券償還損益（△は益） 462,045

投資有価証券評価損益（△は益） △425,584

固定資産売却損益（△は益） 152

固定資産除却損 1,058

その他の営業外損益（△は益） 2,281

売上債権の増減額（△は増加） △158,141

たな卸資産の増減額（△は増加） △39,428

仕入債務の増減額（△は減少） 193,098

未払金の増減額（△は減少） 445

未払費用の増減額（△は減少） △29,649

未払消費税等の増減額（△は減少） △26,505

支払利息 20,924

売上割引料 5,534

未収入金の増減額（△は増加） △394

その他 △44,737

小計 1,520,777

利息及び配当金の受取額 68,849

利息の支払額 △20,924

売上割引料の支払額 △5,534

法人税等の支払額 △578,607

営業活動によるキャッシュ・フロー 984,561
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(単位：千円)

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

換金可能性有価証券の減少 △84,951

有形固定資産の取得による支出 △113,683

有形固定資産の売却による収入 256

無形固定資産の取得による支出 300

投資有価証券の取得による支出 △422,013

投資有価証券の売却による収入 4,200

投資有価証券の償還による収入 19,666

貸付金の回収による収入 1,421

貸付金の増加による支出 △127,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △721,803

財務活動によるキャッシュ・フロー  

借入金の返済による支出 △153,184

自己株式の取得による支出 △70

配当金の支払額 △181,716

財務活動によるキャッシュ・フロー △334,972

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,381

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △91,596

現金及び現金同等物の期首残高 3,654,727

現金及び現金同等物の期末残高 3,563,131
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（注）キャッシュ・フロー計算書 

 前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、個別財務諸表のキャッシュ・フロー計算書を開示

していないため、前事業年度については記載しておりません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】 

 該当事項はありません。
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(6)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法

(1) 関連会社株式

同左

(2) その他有価証券
  時価のあるもの…決算日の市場価

格等に基づく時
価法(評価差額
は全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は
移動平均法によ
り算定)

 

(2) その他有価証券

  時価のあるもの… 同左

  時価のないもの…移動平均法によ
る原価法

 時価のないもの… 同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産評
価基準は原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）によっておりま
す。

通常の販売目的で保有する棚卸資産評
価基準は原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）によっておりま
す。

商品…………………最終仕入原価法 商品…………………先入先出法

原材料・貯蔵品……  同上 原材料………………同上

製品…………………材料費は最終仕入
原価法 
加工費は総平均法

製品…………………材料費は先入先出
法 
加工費は総平均法

仕掛品………………  同上 仕掛品………………  同上

貯蔵品………………最終仕入原価法

（会計方針の変更）

 当事業年度より「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準第９
条 平成18年７月５日公表分）を適用
しております。 
 これによる営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益への影響はありませ
ん。

―

３ デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

負債)の評価基準及び評

価方法

時価法
ただし、ヘッジ取引については、ヘッ
ジ会計を適用しております。

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

４ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産（リース資産を除く）
………定率法によって
おります。
なお、耐用年数及び残
存価額については、法
人税法に規定する方法
と同一基準によってお
ります。 
ただし、府中ショッピ
ングセンター施設は、
法人税法の規定に基づ
く旧定額法を採用して
おります。 
なお、平成10年度税制
改正により平成10年４
月１日以降取得する建
物（建物附属設備を除
く）については、法人
税法に定める定額法を
採用しております。

有形固定資産（リース資産を除く）
………    同左

無形固定資産（リース資産を除く)
………定額法によって
おります。
ただし、営業権につい
ては取得後５年間で均
等償却し、自社利用の
ソフトウェアについて
は、社内における利用
可能期間(５年)に基づ
く定額法によっており
ます。

無形固定資産（リース資産を除く）

………  同左

リース資産………リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零

とする定額法を採用し

ております。なお、所

有権移転外ファイナン

スリース取引のうち、

リース取引開始日が平

成20年３月31日以前の

リース取引について

は、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会

計処理によっておりま

す。

リース資産………リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零

とする定額法を採用し

ております。なお、所

有権移転外ファイナン

スリース取引のうち、

リース取引開始日が平

成20年３月31日以前の

リース取引について

は、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会

計処理によっておりま

す。

（会計方針の変更）
所有権移転外ファイナンスリース取引
については、従来、賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
したが、当事業年度より「リース取引
に関する会計基準」（企業会計基準委
員会 平成19年３月30日 企業会計基
準第13号）および「リース取引に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会 平成19年３月30日 企業会
計基準適用指針第16号）を適用し、通
常の売買取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 
 これによる損益およびセグメント情
報に与える影響は軽微であります。

―
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項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

長期前払費用………均等償却によって

おります。
         なお、償却期間に

ついては、法人税
法に規定する方法
と同一の基準によ
っております。

長期前払費用………  同左

５ 繰延資産の処理方法 試験研究費…………支出時に全額費用
として処理してお
ります。

試験研究費…………  同左

６ 外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。 
 

 同左

７ 引当金の計上基準 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権及び破産更生債権
については、財務内容評価法により個
別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 
 

貸倒引当金
  同左

賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、将来の支給見込額のうち
当期の負担額を計上しております。 
 

賞与引当金
  同左

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期
末における退職給付債務(自己都合要
支給額から総合設立の厚生年金基金の
要支給額を控除した額)及び年金資産
に基づき計上しております。 
 

退職給付引当金 
  同左

（会計方針の変更） 
当事業年度から「退職給付に係る会計
基準」の一部改正（その３）（企業会
計基準第19号 平成20年７月31日）を
適用しております。 
 本会計基準の適用に伴い発生する退
職給付債務の差額に関わる適用初年度
の費用処理額は72,865千円であり、営
業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益は、それぞれ72,865千円減少
しております。 
 また、本会計基準の適用に伴い発生
する退職給付債務の差額の未処理残高
はありません。 
 

役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金支給に備えるため、
会社規定による期末現在の基準額の
100％を引当計上する方式を設定して
おります。

役員退職慰労引当金 
  同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

８ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ会計を採用しておりま

す。

  為替予約について、振当処理の要

件を満たす場合は振当処理を採用

しております。

ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

  同左

② ヘッジ手段及びヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 

 

外貨建債権債務の

為替相場の変動

② ヘッジ手段及びヘッジ対象

  同左

③ ヘッジ方針

  為替の相場変動に伴うリスクをヘ

ッジするものであります。原則と

して実需に基づくものを対象とし

ており、投機目的のデリバティブ

取引は行っておりません。

③ ヘッジ方針

  同左

④ ヘッジの有効性の評価方法

  当社が行っているヘッジ取引は、

当社のリスク管理手法に従ってお

り、為替の変動によるヘッジ手段

とヘッジ対象との相関関係が完全

に確保されていることを確認して

おります。

④ ヘッジの有効性の評価方法

  同左

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

――――――― キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について稀少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

10 その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

  消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

同左
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(7)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年12月31日)

当事業年度 
(平成22年12月31日)

※１ (1) 有形固定資産の減価償却累計額は 7,754,410

千円であります。

※１ (1) 有形固定資産の減価償却累計額は8,068,590 

千円であります。

(2) 担保提供資産の状況は次のとおりでありま

す。

1年内返済予定長期借入金 153,184千円、長
期 借 入 金 957,403 千 円 及 び 預 り 保 証 金 
500,000千円に対し、次の担保を提供してお
ります。

(2) 担保提供資産の状況は次のとおりでありま

す。

1年内返済予定長期借入金153,184千円、長期
借 入 金 804,218 千 円 及 び 預 り 保 証 金 
500,000千円に対し、次の担保を提供してお
ります。

 

担保提供資産

土地 22,055千円 共同担保

建物 1,237,467 〃

構築物 35,528 〃

計 1,295,051
 

担保提供資産

土地 22,055千円 共同担保

建物 1,155,715 〃

構築物 30,418 〃

計 1,208,189

※２ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

受取手形 84,141千円

売掛金 62,689千円

※２ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

受取手形 97,858千円

売掛金 61,743千円

※３ 決算期末日満期手形の会計処理については、当事
業年度末日は金融機関の休日でしたが、満期日に
決済が行われたものとして処理しています。当事
業年度末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形 115,926千円

支払手形 98,186千円

設備関係支払手形 2,964千円

※３ 決算期末日満期手形の会計処理については、当事
業年度末日は金融機関の休日でしたが、満期日に
決済が行われたものとして処理しています。当事
業年度末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形 139,109千円

支払手形 124,997千円

設備関係支払手形 ―千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

※１  当期製品製造原価には賞与引当金繰入額

18,944千円、退職給付費用63,881千円が含まれて

おります。

※１  当期製品製造原価には賞与引当金繰入額

27,486千円、退職給付費用126,223千円が含まれ

ております。

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

車輌運搬具 391千円

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

車輌運搬具 221千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 1,091千円

その他 1,342千円

計 2,433千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 178千円

その他 880千円

計 1,058千円

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、236,935千円であります。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、248,644千円であります。

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 195千円

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車輌 69千円

22

株式会社ハマイ（6497）　平成22年12月期　決算短信



前事業年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１ 自己株式に関する事項 
  

   
(注）普通株式の自己株式数の増加2,710株及び減少211株は、単元未満株式の買取請求による買い取り及び買い増 

    しであります。 

  

当事業年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 
  

 １ 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注）普通株式の自己株式数の増加90株は単元未満株式の買い取りによるものであります。 

  

 ２ 新株予約権等に関する事項 
    該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末（株）    増加  （株）   減少  （株）  当事業年度末（株）

普通株式 152,939   （注）2,710   （注）211 155,438

前事業年度末 
 株式数（株）

当事業年度
 増加株式数（株）

当事業年度
  減少株式数（株）

当事業年度末株式数 
（株）

発行済株式

普通株式 7,424,140 ― ― 7,424,140

合計 7,424,140 ― ― 7,424,140

自己株式

普通株式 155,438    (注）90   ― 155,528

合計 155,438 90 ― 155,528

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年3月30日 
定時株主総会

普通株式 109,030 15 平成21年12月31日 平成22年3月31日

平成22年8月11日 
取締役会

普通株式 72,686 10 平成22年6月30日 平成22年9月13日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年3月30日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 109,029 15 平成22年12月31日 平成23年3月31日
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前事業年度については連結財務諸表作成会社であり、個別財務諸表のキャッシュ・フロー計算書を開示して

いないため、前事業年度については記載しておりません。 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

当事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年12月31日現在)

現金及び預金勘定 4,134,997千円

有価証券勘定 242,626

計 4,377,624

預入期間が３か月を超える定期預金 △645,153

投資期間が３か月を超える有価証券 △169,339

現金及び現金同等物 3,563,131

24

株式会社ハマイ（6497）　平成22年12月期　決算短信



  

有価証券報告書についてＥＤＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

(リース取引関係)
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 設備投資計画に照らして、必要な資金を長期借入により調達しております。一時的な余資は運転資金

として利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

  

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外に事業展

開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 

 有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業の株式であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金は、流動性リスクに晒されておりますが、ほとんどが２ヶ月以内の支払期日で

あります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。 

  

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、社内規定に従い、営業債権について営業担当部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行出来なくなるリスク）の管理 

 各部門からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などによりリスク管理をしております。 

  

(金融商品関係)
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（（注２）をご参照ください。） 

 
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
資産 
  （1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金 
   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
      おります。 
  （4）有価証券及び投資有価証券 
   これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示され
      た価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価
      証券関係」をご参照ください。 
負債 
  （1）支払手形、（2）買掛金、（3）未払金 
   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
      おります。 
  （4）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む。） 
      長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
      現在価値により算定しております。なお、長期借入金の貸借対照表計上額及び時価については、１年
      内返済予定の長期借入金を含んでおります。  
  （5）長期預り保証金 
      これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な利率で割り引いた現在
      価値によっております。 
  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）有
価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 
  

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額 
(千円)

 （１）現金及び預金 4,134,997 4,134,997 ―

 （２）受取手形 1,238,066 1,238,066 ―

 （３）売掛金 1,433,454 1,433,454 ―

 （４）有価証券及び投資有価証券 2,802,160 2,802,160 ―

資産計 9,608,678 9,608,678 ―

 （１）支払手形 1,339,719 1,339,719 ―

 （２）買掛金 373,474 373,474 ―

 （３）未払金 39,129 39,129 ―

 （４）長期借入金 957,403 957,609 △206

 （５）長期預り保証金 505,149 446,942 58,206

負債計 3,214,875 3,156,875 58,000

区分
貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 286,789
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（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
  

（追加情報） 

当事業年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用してお

ります。 

区分
１年以内 
 (千円)

１年超５年以内
 (千円)

５年超10年以内
 (千円)

10年超
 (千円)

（1）現金及び預金 4,134,997 ― ― ―

（2）受取手形 1,238,066 ― ― ―

（3）売掛金 1,433,454 ― ― ―

（4）有価証券及び投
資有価証券

  満期保有目的の債券 ― ― ― ―

 その他有価証券のうち満 

 期があるもの（公社債）
169,339 160,821 301,380 ―

計 6,975,856 160,821 301,380 ―
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前事業年度（平成21年12月31日現在） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  ＊社債には複合金融商品が含まれています。 

    複合金融商品関連 

 
     （注）1 時価の算定は取引金融機関から提示された価格によっております。 

           2 組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体 

                を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。 

        3 契約額等については、当該複合金融商品（他社転換社債等）の購入金額を表示し 

        ております。 

(有価証券関係)

当事業年度（平成22年12月31日現在） 

１ 売買目的有価証券

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

３ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 ① 株式 551,197 797,779 246,581

 ② 債券 (1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 0 0 0

(3) その他 ― ― ―

 ③ その他 135,080 160,521 25,441

小計 686,277 958,301 272,023

貸借対照表計上額が取得原価を超えないも
の

 ① 株式 424,347 323,631 △100,715

 ② 債券 (1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 1,142,539 848,047 △294,491

(3) その他 ― ― ―

 ③ その他 759,229 633,005 △126,224

小計 2,326,116 1,804,684 △521,432

合計 3,012,394 2,762,985 △249,409

種類

当事業年度末
（平成22年12月31日）

契約額等
契約額等のう

ち1年超
時価 評価損益

（千円） （千円） （千円） （千円）

市場取引以外
の取引

他社株転換社
債他

500,000 400,000 301,896 △198,104
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該当事項はありません。 
  

  

４ 当事業年度中に売却したその他有価証券
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社

であるため、記載を省略しております。 

  

前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、個別としての当該注記事項を開示していないため、

前事業年度については記載しておりません。 

(持分法投資損益等)
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当事業年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

１ 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

  該当事項はありません。 

  

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

  

 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

価格その他取引条件は市場の実勢価格を考慮し毎期決定しております。 

(注) 上記の金額のうち取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。 

  

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

   該当事項はありません。 

  

(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等 

   該当事項はありません。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

   該当事項はありません。 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

   該当事項はありません。 

  

前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、個別としての当該注記事項を開示していないため、

前事業年度については記載しておりません。 

  

(関連当事者情報)

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連 
会社

北陸 
ハマイ㈱

石川県 
金沢市

10,000
各種バルブ
の販売

(所有)
直接 30

当社が各種
バルブを納
入している

各種バルブ
の販売

189,970
売掛金 
受取手形

32,548
52,810

四国 
ハマイ㈱

香川県 
高松市

10,000
各種バルブ
の販売

(所有)
直接 40

当社が各種
バルブを納
入している

各種バルブ
の販売

149,742
売掛金 
受取手形

29,195
45,048
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年12月31日)

当事業年度 
(平成22年12月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 役員退職慰労引当金 75,425千円

 退職給付引当金 120,083千円

 貸倒引当金 10,127千円

 会員権評価損 4,991千円

 賞与引当金 10,122千円

 未払事業税 29,233千円

 投資有価証券評価損 100,589千円

 ミスヂ共済会 6,627千円

  その他 275千円

  繰延税金資産合計 357,472千円
繰延税金負債

 買換資産圧縮積立金 39,448千円

 その他有価証券評価差額金 18,093千円

 投資有価証券為替差損 24,364千円

  繰延税金負債合計 81,906千円
繰延税金資産の純額 275,566千円

   繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に
含まれております。
 流動資産－繰延税金資産 50,476千円
 固定資産－繰延税金資産 225,089千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 83,539千円

退職給付引当金 162,265千円

貸倒引当金 7,631千円

会員権評価損 4,447千円

賞与引当金 14,888千円

未払事業税 23,362千円

投資有価証券評価損 111,773千円

ミスヂ共済会 6,637千円

 その他有価証券評価差額金 11,274千円

 繰延税金資産合計 425,820千円
繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 36,732千円

投資有価証券為替差損 37,560千円

 その他 2,997千円

 繰延税金負債合計 77,291千円
繰延税金資産の純額 348,528千円

   繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に
含まれております。
 流動資産－繰延税金資産 69,925千円
 固定資産－繰延税金資産 278,603千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.54％
 （調整）
 交際費等永久に損金に算入されな 
 い項目

0.39％

 受取配当金等永久に益金に算入さ 
 れない項目

△0.26％

 住民税均等割額 0.08％
  その他 0.46％
 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

40.21％

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.68％
 （調整）
 交際費等永久に損金に算入されな 
 い項目

0.65％

 受取配当金等永久に益金に算入さ 
 れない項目

△0.39％

 住民税均等割額 0.14％
  その他 △1.40％
 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

39.68％

３  法定実効税率の変更 

当事業年度より、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用した法定実効税率は39.54％から40.68％

に変更しております。 

当該法定実効税率の変更に伴い、当事業年度末の流

動資産の繰延税金資産が1,318千円、固定資産の長

期繰延税金資産が8,184千円それぞれ増加し、当事

業年度に計上された法人税等調整額が9,503千円増

加しております。
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前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、個別としての当該注記事項を開示していないため、

前事業年度については記載しておりません。 

(退職給付関係)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 

 

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は退職一時金制度の他、退職金規定に基づき、中小企業退職金共済制度お

よび全日本バルブ厚生年金基金に加入しております。

 
  
・要支給額と退職給付費用としている複数事業主制度に関する事項
（１）制度全体の積立状況に関する事項 
   （平成22年３月31日現在）

 年金資産の額 15,217,413千円

 年金財政計算上の給付債務の額 17,653,763千円

 差引額 △2,436,350千円

（２）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合
   （平成22年３月31日時点）

3.74％

（３）補足説明 
   上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 
   △1,415,054千円、剰余金834,715千円および資産評価調整額△1,856,010千 
   円であります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

 退職給付債務 △445,011千円

  (全日本バルブ厚生年金基金 
  による要支給額控除後)

 年金資産残高 46,128

 退職給付引当金 △398,882

 

３ 退職給付費用に関する事項

 勤務費用 132,891千円

 退職給付費用合計 132,891

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付に係る期末自己都合要支給額を基礎と

して退職給付債務とする簡便法を採用しているため、該当事項はありません。

  全日本バルブ厚生年金基金制度は「退職給付会計に関する実務指針(中間報

告)」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号 平成11年９月14日)第

33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち、当社の

掛金拠出割合に基づく当事業年度末の年金資産残高は799,814千円でありま

す。
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、個別としての当該注記事項を開示していないため、

前事業年度については記載しておりません。 

  

前事業年度（自平成21年１月１日至平成21年12月31日）及び当事業年度（自平成22年１月１日至平成22年

12月31日）のいずれにおいても該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、個別としての当該注記事項を開示していないため、

前事業年度については記載しておりません。 

  

  

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社では、東京都府中市その他の地域において、賃貸用の建物（土地を含む。）を所有しております。

平成22年12月期における当該賃貸等不動産に関する営業利益は316,724千円（賃貸収益は売上高・不動産

賃貸収入に、賃貸費用は売上原価・不動産賃貸原価に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

  

                                       （単位 千円） 

 
（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

   ２．当事業年度増減額は減価償却費による減少額であります。 

   ３．当事業年度末の賃貸等不動産の時価につきましては、（主として）社外の不動産鑑定士（若しく

         は不動産鑑定業者）の意見を参考に、（「不動産鑑定評価基準」に準拠して）自社で算定した金 

         額であります。 

（追加情報） 

  当事業年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11

  月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

  23号 平成20年11月28日）を適用しております。 

  

(賃貸等不動産関係)

貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

1,530,795 △97,991 1,432,803 5,945,500
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(注) 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。 

   

  

 
  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 1,375円42銭 １株当たり純資産額 1,438円65銭

１株当たり当期純利益 108円49銭 １株当たり当期純利益 94円33銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当期純利益 (千円) 788,682 685,683

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (千円) 788,682 685,683

普通株式の期中平均株式数 (株) 7,269,951 7,268,657
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 ―
―
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   ①代表者の異動 

        該当事項はありません。 

      ②新任取締役候補および監査役候補（平成23年３月30日付） 

 
    （注）新任監査役候補者 吉羽真治、同 手塚幸一の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査

           役であります。 

    ③退任予定取締役（平成23年３月30日付） 

 
④その他の取締役候補の異動（平成23年３月30日付） 

 
  

該当事項はありません。 

  

5. その他

(1) 役員の異動

氏 名 新役職名 現役職名

大 橋 浩 一 取締役  府中工場長 府中副工場長

河 村 慎 一 取締役  大多喜工場長 大多喜副工場長

志 村 孝 男 取締役  管理本部部長 管理本部部長

吉 羽 真 治 監査役 監査役

手 塚 幸 一 監査役 顧問税理士

氏 名 新役職名 現役職名

小 泉 正 男 顧問 取締役 府中工場長

氏 名 新役職名 現役職名

入 江 万 峯 専務取締役  管理本部長 常務取締役 管理本部長

河 西 聡 常務取締役  生産本部長 常務取締役 大多喜工場長

(2) その他
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